
１．基盤的保険者機能関係

具体的施策 KPI 参考：令和２年度末

② サービス水準の向上
① サービススタンダードの達成状況を100％とする
② 現金給付等の申請に係る郵送化率を96％以上とする

①100％
②93.9％

⑤ 効果的なレセプト内容点検の推進

① 社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査
定率（※）について前年度以上とする
（※）査定率＝レセプト点検により査定（減額）した額÷協
会けんぽの医療費総額
② 協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額を対前年
度以上とする

①0.376％
②5,004円

⑥ 柔道整復施術療養費の照会業務の強
化

施術箇所３部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割
合について対前年度以下とする

0.46％

⑦ 返納金債権発生防止のための保険証
回収強化及び債権管理回収業務の推進

① 日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の
保険証回収率を対前年度以上とする
② 返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回
収率を対前年度以上とする

①92.72％
②82.19％

⑧ 被扶養者資格の再確認の徹底
被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を
93.5％以上とする

93.1％

⑨ オンライン資格確認の円滑な実施 加入者のマイナンバー収録率を対前年度以上とする。

令和４年度 滋賀支部 事業計画 KPI一覧表 （案）
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２．戦略的保険者機能関係

具体的施策 KPI 参考：令和２年度末

①ⅰ）特定健診実施率・事業者健診デー
タ取得率等の向上

① 生活習慣病予防健診実施率を69.5%以上とする
② 事業者健診データ取得率を14.3％以上とする
③ 被扶養者の特定健診実施率を39.0％以上とする

①64.3%
②11.2％
③33.7％

①ⅱ）特定保健指導の実施率及び質の
向上

① 被保険者の特定保健指導の実施率を34.5％以上とする
② 被扶養者の特定保健指導の実施率を31.0％以上とする

①17.3％
②30.8％

①ⅲ）重症化予防対策の推進
受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合を
12.4％以上とする

10.9%

①ⅳ）健康経営（コラボヘルス）の推進 健康宣言事業所数を640事業所以上とする。 358事業所

② 広報活動や健康保険委員を通じた加
入者等の理解促進

全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業
所の被保険者数の割合を47％以上とする

43.03%

③ ジェネリック医薬品の使用促進
ジェネリック医薬品使用割合(※)を対前年度末以上とする。
※ 医科、DPC、歯科、調剤

81.2％

⑥ⅱ）医療提供体制に係る意見発信
効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域医療
構想調整会議や医療審議会等の場において、医療データ等を
活用した効果的な意見発信を実施する

実施
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３．組織・運営体制関係

具体的施策 KPI 参考：令和２年度末

Ⅲ）① 費用対効果を踏まえたコスト削減
等

一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、20％
以下とする

33％



2. 令和４年度 滋賀支部 保険者機能強化予算
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１．支部保険者機能強化予算について

支部保険者機能強化予算とは

中長期的な財政運営という観点も踏まえて、協会の将来的な医療費の節減につなげていくことを目的に、医

療費適正化や健康づくり等の保険者機能を発揮・強化する取り組みを実施する場合に計上する経費

事業計画 予算

支部事業計画

支部保険者機能
強化予算

基礎的業務関係予算

支部医療費
適正化予算

支部保健事業予算

医療費適正化対策
広報・意見発信

特定健診・保健指導関係
重症化予防対策

その他（コラボヘルス等）

分野ごとの配分は原則、支部
の裁量で設定できる。
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2．令和４年度 支部保険者機能強化予算

予算区分 分野 経費 【参考】令和３年度経費

支部医療費適正化等予算（①）

医療費適正化対策経費 ２，０６７千円 １，９０４千円

広報・意見発信経費 ８，６１７千円 ８，７８０千円

合 計 １０，６８４千円 １０，６８４千円

支部保健事業予算（②）

健診経費 ２３，９２２千円 ２３，８９０千円

保健指導経費 １，４２０千円 １，７３６千円

重症化予防経費 ３７４千円 ３０８千円

コラボヘルス経費 ８，４１１千円 ８，０６６千円

その他の経費 １，０５７千円 １，１８１千円

合 計 ３５，１８4千円 ３５，１８１千円

支部保険者機能強化予算（総括表）
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分野 区分 事業名 経費
【参考】

令和３年度経費

医療費適正化対策
経費

企画部門
【継続】医療機関に対するジェネリック医薬品使用状況等の情報提供
【継続】ジェネリック医薬品使用促進セミナーの実施
【新規】自治体との共同事業を見据えた地域の健康課題の分析

２，０６７千円 １，９０４千円

小 計 ２，０６７千円 １，９０４千円

広報・意見発信経費

紙媒体による広報
【継続】月次で県内全加入事業所に送付する納入告知書に同封する

広報誌「協会けんぽしが」
【継続】制度の周知用のリーフレット（任継・限度額適用認定証セット）

２，０９４千円 ２，１７４千円

その他の広報

【継続】テレビ・ラジオを活用したインセンティブ制度の広報の実施
【継続】Webを活用した医療費適正化の広報の実施
【新規】子ども医療費等の適正化に向けたハンドブックへの広報記事掲載
【新規】健康保険証の正しい使い方に関する周知広報

６，５２３千円 ６，６０６千円

小 計 ８，６１７千円 ８，７８０千円

合 計 １０，６８４千円 １０，６８４千円

①支部医療費適正化等予算
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分野 区分 事業名 経費 【参考】令和３年度経費

健診経費

事業者健診の結果
データ取得

【継続】健診実施未確認事業所への電話勧奨及び紙媒体で提供された
事業者健診結果のパンチ業務委託

２３，９２２千円 ２３，８９０千円

集団健診 【継続】協会主催の集団健診の実施（被扶養者）

健診受診勧奨等経費

【継続】健診受診勧奨（年次案内）
【継続】健診受診勧奨（任意継続被保険者）
【継続】健診受診勧奨（はじめての健診案内）
【継続】健診受診勧奨（DMによる勧奨・小規模事業所）
【新規】健診受診勧奨（ハンドブック）

保健指導経費
保健指導利用勧奨
経費

【継続】特定保健指導の受診勧奨（事業所・被保険者 リーフレット作成）
【継続】健康ファイルを活用した特定保健指導の書類管理及び満足度向上

１，４２０千円 １，７３６千円

重症化予防
事業経費

未治療者受診勧奨 【継続】未治療者に対する二次勧奨の実施（リーフレット作製）

３７４千円 ３０８千円

重症化予防対策
【継続】糖尿病性腎症重症化予防対策事業（パンフレット作製）
【継続】ポスター制作

コラボヘルス経費 コラボヘルス事業

【継続】血管年齢測定器等の健康測定機器の貸出
【継続】健康づくり講座（健康教室）の実施
【継続】健康経営セミナーの開催
【継続】健康アクション宣言事業所を対象とした健康情報誌の提供
【継続】健康アクション宣言事業所の拡大
【継続】健康づくりに関する好事例集の作成

８，４１１千円 ８，０６６千円

その他の経費 その他の保健事業

【継続】自治体等との連携による健康行動の意識啓発（健康推進アプリ
BIWA-TEKUの運用）

【継続】自治体・関係団体と連携した健康づくり啓発（イベントでの出展）
【継続】自治体（11市町）との連携による健診受診啓発（ラッピング電車・

バス後部広告）

１，０５７千円 １，１８１千円

合 計 ３５，１８４千円 ３５，１８４千円

②支部保健事業予算（主な実施事業）
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